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財務ハイライト

■貸借対照表の概要

資産の部 負債の部

（単位：億円）

土地

建物等

備品

図書

有価証券

現金及び預金

未収入金

たな卸資産

その他

1,658

1,329

183

307

53

298

51

5

35

資産見返負債

借入金

長期未払金

寄附金債務

未払金

その他

負債合計

資本の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

当期未処分利益

資本合計

490

355

108

140

142

43

1,278

2,445

92

61

43

2,641

約615万冊所蔵
約13万冊増
約11億円増

総合研究棟（桂）建設
総合研究棟 （農学部、
旧工学部４号館、
法経本館）改修等

センター債務負担金　
約350億円

長期借入金　約5億円

寄附金残額約140億円
未払金相当約142億円
定期預金2億円等

国から出資された土地、
建物、備品等見合い額

■建物等　1,329億円（137億円増）

　17年度の施設整備事業としては、総合研究棟（桂）の建設、アスベスト

対策事業による建物改修や総合研究棟（農学部、旧工学部4号館、法経

本館）の改修を行っています。  

■図書　307億円（11億円増）

　本学にとって重要な財産のひとつです。 17年度は約13万冊購入し、

17年度末の蔵書は、約615万冊となっています。

■現金及び預金　298億円（68億円増）

　寄附金残額約140億円（任天堂（株）相談役山内氏からの寄附金40億

円を含む）、未払金相当約142億円、定期預金2億円等です。

平成17年度末の貸借対照表の概要は上表のとおりですが、特筆すべき点は以下のとおりです。

■借入金　355億円（216億円減）

　借入金は、国立大学財務・経営センター債務負担金（約350億円）と長

期借入金（約5億円）があります。17年度には、補正予算により長期借入

金約183億円を返済しています。

　国立大学財務・経営センター債務負担金は、法人化前に財政投融資資

金を財源として取得した附属病院の資産等に係る借入金で、償還期限は

平成37年度です。

　長期借入金は、附属病院における設備充実（16年度：内視鏡手術シス

テム、17年度：浅在部放射線治療システム）のため法人化後に国立大学

財務・経営センターから借り入れたものです。 

■長期未払金　108億円（93億円増）

　16年度に引き渡しを受けた福利・保健管理棟（桂）、総合研究棟（南部）

等のＰＦＩ事業に係る未払金です。

ＰＦＩ事業の未払金　
（桂）福利・保健管理棟
（南部）総合研究棟等

16年度の利益剰余金

17年度の利益剰余金
＝当期総利益

平成17事業年度決算

負債・資本合計     3,919資産合計            3,919
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■損益計算書の概要

（単位：億円）

経常費用 経常収益

人件費

教育研究診療等経費

借入金利息

減価償却費

経常費用合計

598

458

14

102

1,172

運営費交付金収益

授業料収益等

病院収益

外部資金

その他

経常収益合計

588

137

241

158

91

1,215

当期総利益 43

計 1,215計 1,215

経常費用 経常収益

当期総利益　43億円

　収益から費用を差し引いた差額として、約43億円の当期総利益が

計上されています。このうち、資金の裏付けのない帳簿上の利益が約

13億円、本学の運営努力によって生じた利益が約30億円です。その

内容は次のとおりです。

１．国立大学法人に特有の会計処理等から生じたもので資金の裏付け

のない帳簿上の利益…約13億円

①国立大学法人会計基準に基づく特殊な会計処理から生じたもの

　…約8億円

　附属病院に関する借入金債務の償還期間と取得した資産の減

価償却期間のずれから生じた収益と費用の差等です。

　②自己収入によって取得した資産の取得価額と減価償却費の差額

　　…約7億円

　国立大学法人会計においては、通常の業務を行った場合には

損益が均衡するような制度設計となっています。しかし、自己収

入（附属病院収入、間接経費等）によって取得した資産について

は、取得した年度の会計処理において、取得価額と減価償却費

の差額が利益として計上されることになります。

　③その他損失…約2億円

　その他損失は様々な利益要因、損失要因の差し引きによって

生じているものです。

２．本学における運営努力によって生じた利益…約30億円

　主な利益要因としては、附属病院収入の増収や経費の削減によ

るものです。

　この利益は資金の裏付けがあるものですので、平成18年度以

降、中期計画を踏まえながら効率的な活用を図っていくことにな

ります。

借入金利息1%(1%)

減価償却費9%(8%)

教育研究診療等
経費39%(37%)

人件費
51%(54%)

その他7%（7%）

運営費交付金収益
49%（51%）

授業料
収益等

11%（11%）

病院収益
20%（20%）

外部資金
13%（11%）

（　 ） は16年度実績

一般管理費4% (4%)

教育経費4% (3%)

研究経費8% (8%)

診療経費13% (13%)

教育研究支援経費1% (2%)

受託研究費等9% (7%)
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